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議案第８号・第９号 

「成田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例」及び 

「成田市都市計画税条例の一部を改正する条例」の概要 
 

令和６年度地方税制改正に伴う一部改正の概要 

 

■個人市民税に関するもの 

【施行日：令和６年４月１日】 

 〇市民税の減免 

（成田市税賦課徴収条例第４９条関係） 

大規模災害発生時を想定した職権による市民税の減免を可能とする規定を追加

したもの 

※大規模災害発生時においては，被災者に対して減免申請書の提出を求めるこ

とが困難なため，当該事由の発生が明らかであり，かつ，市民税を減免する

必要があると認める場合に限り，適正かつ公平な運用に十分配意して，職権

による市民税の減免を行うかどうかを判断するものとする。 

 

 〇令和６年度分の個人の市民税の特別税額控除 

（成田市税賦課徴収条例附則第７条の５関係） 

令和６年度分の個人の市民税に限り，前年の合計所得金額が１，８０５万円以

下である所得割の納税義務者に対する特別税額控除（以下「定額減税」という。）

についての規定を追加したもの 

※納税者及び配偶者を含めた扶養家族１人につき，令和６年分の所得税３万円，

令和６年度分の個人住民税１万円の減税を行う。 

 

〇令和６年度分の個人の市民税の納税通知書に関する特例 

（成田市税賦課徴収条例附則第７条の６関係） 

   定額減税の導入により令和６年度分の個人の市民税の納税通知書に記載すべき

各納期の納付額を規定したもの 

 

 〇令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の市民税に関する特例 

（成田市税賦課徴収条例附則第７条の７関係） 

   定額減税の導入による公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の額について

規定したもの 

 

 〇令和７年度分の個人の市民税の特別税額控除 

（成田市税賦課徴収条例附則第７条の８関係） 

   令和７年度分の個人の市民税に限り，控除対象配偶者以外の同一生計配偶者を

有する者に対する定額減税について規定したもの 
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 〇肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例 

（成田市税賦課徴収条例附則第８条関係） 

   特別税額控除額の算定に用いる「所得割の額」について，同条の規定による特

例の適用後のものとなるよう読替え規定を追加したもの 

 

 〇特別税額控除の対象となる「所得割の額」について分離課税分などの個人住民税

の所得割の額を含める読替え規定の追加 

・上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例 

（成田市税賦課徴収条例附則第１６条の３関係） 

・土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特例 

（成田市税賦課徴収条例附則第１６条の４関係） 

・長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例 

（成田市税賦課徴収条例附則第１７条関係） 

・短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例 

（成田市税賦課徴収条例附則第１８条関係） 

・一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例 

（成田市税賦課徴収条例附則第２０条関係） 

・先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例 

（成田市税賦課徴収条例附則第２１条関係） 

・特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例 

（成田市税賦課徴収条例附則第２１条の２関係） 

・条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例 

（成田市税賦課徴収条例附則第２１条の３関係） 
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■固定資産税等に関するもの 

【施行日：令和６年４月１日】 

〇固定資産税及び特別土地保有税の減免 

（成田市税賦課徴収条例第６２条及び第１０３条関係） 

   大規模災害発生時を想定した職権による固定資産税及び特別土地保有税の減免

を可能とする規定を追加したもの 

※大規模災害発生時においては，被災者に対して減免申請書の提出を求めるこ

とが困難なため，当該事由の発生が明らかであり，かつ，固定資産税及び特

別土地保有税を減免する必要があると認める場合に限り，適正かつ公平な運

用に十分配意して，職権による固定資産税及び特別土地保有税の減免を行う

かどうかを判断するものとする。 

 

〇地域決定型地方税制特例措置（通称：わがまち特例）の削除 

（成田市税賦課徴収条例附則第１０条の２並びに 

成田市都市計画税条例附則第２項から第５項まで関係） 

地方税法の改正に伴い，固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例として条

例で定める通称わがまち特例に係る対象（子ども・子育て支援法に基づく政府の

補助を受けた者が一定の保育施設（特定事業者内保育施設）の用に供する固定資

産）が削られたこと等により規定を整備したもの 

 

〇新築された認定長期優良住宅に対する固定資産税の減額の申告の見直し 

（成田市税賦課徴収条例附則第１０条の３関係） 

認定長期優良住宅に係る固定資産税について，マンション管理組合の管理者等

から必要書類の提出があり、要件に該当すると認められるときは、区分所有者か

ら申告書の提出がなかった場合においても，税額の減額措置を適用することなど

の規定を整備したもの 

 

〇土地に係る固定資産税及び都市計画税の負担調整措置の延長等 

（成田市税賦課徴収条例附則第１１条から第１３条の３まで，第１４条，

第１５条及び第 ２３条並びに成田市都市計画税条例附則第７項から 

第１２項まで，第１４項，第１５項，第１７項及び第１８項関係） 

   土地に係る固定資産税及び都市計画税の負担調整措置（※）について，現行の

仕組みを３年延長（令和６年度から８年度まで）する等の規定を整備したもの 

※負担調整措置とは 

納税義務者の負担感に配慮し，評価額に対し税負担が低かった土地や評価

額が急激に上昇した土地の場合にも，税負担を緩やかに上昇させるために，

課税標準額を調整する措置のこと。 
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〇土地に係る固定資産税及び都市計画税の用途変更宅地等における税負担の調整措

置の延長等 

（成田市税賦課徴収条例附則第２３条及び成田市都市計画税条例附則第１９項関係） 

土地に係る固定資産税及び都市計画税の用途変更宅地等における税負担の調整

措置（３年ごとに更新）について，地方税法等の改正に伴い，現行の仕組みが３年

延長（令和６年度から８年度まで）されたため，当該調整措置を継続したもの 

 

 


